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日立グループが目指す火力発電予防保全トータルソリューションサービス

日立グループは,｢モノづくり+で培った技術力と】T(州ormationTechno】ogy)を駆使し,顧客のベストソリューションパートナーを目指す｡

電力の自由化と規制緩和によるグロー/iルな競争

激化により,電力会社や,lPP(lndependentPower

Producer)など新規参入電力事業者は,競争で優位

に立つために,保守･修繕費の削減を強く求めている｡

さらに,稼動率を向上させるために,信頼性や経済性

の保証の要求も大きくなっている｡

才
はじめに

最近の火力発電設備の保全管理方法は,時間管理(タイ

これらのニーズにこたえるため,日立グループは,発

電プラント全体のライフサイクルを最適化するトータル

ソリューションサービスを提供している｡

これまでは,個別機器ごとに行っていた保全作業に

代え,このソリュ1ションでは,設備保全･管理･運用

を含めた発電プラント全体の保全サービスを行っている｡

㌣

ムベース)から状態管理(コンディションベース)へ,さらに,長

期的な収益を考慮したリスク管理(リスクベース)へと推移し

つつある｡

同時に,ビジネス形態も,従来のように磯器の単品売りか
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ら,長期包括保守契約や他社製老朽設備のレトロフィット(改

善)へと,これまでの範囲を越えた保守･保全業務へと急速に

変わっている｡また,グロー′りレな競争激化も加わり,経済

性･信頼性･環境性に優れた機器とサービスが強く求められ

ている｡

このような状況にあって,日立グループは,個々の棟器の

性能の向上を図るとともに,これらの保全･管理･運用のため

のトータルソリューションサービスを提供している｡これは,

近年急速に進展しているITを活用したもので,発電設備の

ライフサイクルコストを最小化する新たなサービスである｡こ

れにより,日立グループは,顧客のベストパートナーとして,こ

のサービスのグローバルな展開を図っている｡

ここでは,火力発電設備のために新たに開発したソリュー

ションサービス指向の保全技術と,システムおよび今後の展

開について述べる｡

2経済性と信頼性の向上を両立させるリスクベースメンテナンス(RBM)

経年火力発電設備には,信頼性を確保しながら保全費用

を低減する保全法が強く求められている｡これにこたえるも

のとして,RBM(Risk-Based Maintenance)が適用されて

きている｡RBMは,故障の確率と,故障時の影響度の積に

よって定義した故障リスクに基づいて設備の状態を分析し,

的確な保全対策を決定する手法である｡

日立グループは,設備のライフサイクルを通じて,信頼性と

経済性を両立させた保全の最適化に取り組んできた｡その

結果,金融工学的手法をRBMに導入した保全計画手法を

開発し,それを経年蒸気タービンの低圧ロータに適用した｡

低圧タービンは,長大な翼を持つ高速大型回転体であり,

蒸気タービンの性能と信頼性を決定づける重安機器である｡

しかし近年,この経年低圧ロータでは,腐食疲労による損傷

事例が多くなっている｡そのため,損傷を調査し,荷重要因

と環境要因を検討した結果,翼振動応答の経年による変化

と腐食ピットの成長により,き裂の発生確率が大きくなることが

わかった｡

蒸気タービンの低圧ロータが故障する確率に基づく信頼性

の評価と,保全の経済性を考慮したリスク評価手法を図1に

示す｡ここで,NPV(Net Present Value:正味現在価値)

とは,予防保全を実施した場合と実施しない場合(事後保全)

の,利得と費用の差として定義される｡リスクは故障確率と故

1;割こよる損害額の積と定義し,リスクの定量化を図る｡これは,

損害の大きさの期待値と等価となる｡NPVは,各期間の対象

設備にかかわる利益と故障確率を考慮した損害,および保

全投資から成るCF(Cash Flow:現金収支)を割引率で険

し,積分することによって求められる｡これにより,設備の状

態や発電設備ごとに異なる運用計画に応じて,最適な保全
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園1保全の億頼性と種済世を最適化するRBM手法の概要

RBMでは,信頼性評価と経済性を考慮したリスク評価手法を用いる｡

対策を選択し,その実施時期を適正化することができる｡保

全の効果は,費用と利得に基づいて算出し,定量的なリスク

(NPV)によって表現できる｡その結果,機器の更新や補修

への予防保全投資の意思決定を支援し,最適な保全計画

を立案することができる｡

経年低圧ロータの保全シナリオでは,(1)低圧ロータの一

括史新,(2)補修例としてCCB(ContinuousCoverBlade)

を採用した新構造翼と当該部のスキンカット,および(3)ベー

スとしての保全対策の3通りを考える｡(1)と(2)のシナリオで

の故障の確率と損害(燃料費,発電単価,稼動率,復旧費

などによる｡)から,(3)を基準とした費用と利得を評価し,時

間価値を考慮して,リスク量(NPV)を算出する｡各保全シナ

リオでの時間(年)とNPVの変化を図2に示す｡これによると,

経年低圧ロータでは故障確率が高いことから,補修による保

全に比べて,ローター括更新のほうが,リスク評価の観点か

ら有効な保全対策であることが確認できる｡

このNPVに基づく定量的なリスク評価は,経年設備の保
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図2経年蒸気タービン低圧ロータの保全シナリオに対応するRBM

評価例

保全シナリオに対応するリスク評価により,有効性を定量的に評価する｡
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全シナリオを選択する際の価値評価にも適用できる｡すなわ

ち,故障時に保全対策を延期する場合,一一括更新する事後

のシナリオと,当年に一括更新する予防のシナリオの2モデル

の場合についても評価できる｡そこでも,経年設備への予防

保全は,経済的に有利であることが確認されている｡

経年火力発電設備の保全では,損失を未然に防止する

予防保全が,信掛性や経済性のうえで合理的であることを示

した｡また,金融工学的手法を適用したリスク評価では,最

適な保全策とその時期を決定できることを,蒸気タービンの低

圧ロータの具体例によって示した｡

3効率向上と出力増加にこたえるSTレトロフィット技術

近年,地球環境保全の観点から,これまでのような燃料費

の低減ではなく,CO2の削減や電力自由化の動きに対応し

た,既設火力発電設備の効率の向Lや出力増加といった

ニーズが高くなっている｡

日立グループは,これらのニーズにこたえるため,高効率

動翼やダイヤフラムノズルの開発を進めてきた｡低圧最終段

翼用として高効率で高信頼性のCCBを開発し,最終段以外

の中短翼にもCCB動翼の技術を採用するなど,レトロフィット

(高効率･高信頼性の最新技術を適用した改造)技術の適用

拡大も図っている｡

電力の自由化が進んでいる海外の既設火力発電設備で

は,効率向上と出力向上のニーズは非常に高く,最近の例

では,500MWの既設低圧タービン(TC4F-33.5,50Hz)の

全周1リングに形成する

動翼カバー

全段にCCBを採用した低圧ロータ

図3CCBを全段に採用した低圧ロータの外観

非OEM(相手先商標製造)機へのレトロフィット技術によるリバースエンジニアリンク

例を示す｡

改造実績もある｡

既設タービンには,低圧ロータ(ディスク焼ばめ式ローダ)の

SCC(StressCorrosionCracking)による欠陥と経年的な効

率･山力の低下が見られ,信頼性･運用性の両面で課題が

生じていた｡そのため,低圧段動翼全段にCCBを採用した

低圧ロータと,ディスク焼ばめ構造のない一体ロータ,高効率

ダイヤフラムなどのレトロフィット技術を適用した,低圧セクショ

ンの改造を行った｡据付け後の性能試験において改造前後

の相対効率の向上量が4.8%と,低圧タービンのレトロフィット

技術適用機では従来の実績を大きく上回る効率の向上が確

認でき,顧客の満足を十分に得ることができた(図3参照)｡

このユニットはOEM機ではないことから,改造設計･据付

け計画にあたっては,実機の寸法計測や機器の状態確認な

ど現地調査を行い,その結果に基づいでノバースエンジニア

リングを行った｡今後も,リ′i-スエンジニアリングの精度アッ

プと現地測定期間の短縮に向けて,現場技術のいっそうの

向上を目指している｡

〃保全最適化にこたえるIT活用ソリューションサービス

日立グループは,すでに,海外の顧客を中心に,技術に

関する質問への回答をインターネットで行っている｡最新の運

転･保守情報や改善についての情報提供サービスを,火力

予防保全部門に設置したアンサーセンターで実施中である｡

また,IPP(Independent Power Producer)やPPS

(Power Producer and Supplier:特定電気事業者)など

の新規電力事業参入者や海外顧客には,10年から15年の

長期包括保守契約(LTSA:Long-Term Service Agree-

ment)を実施,展開中である｡LTSA契約では,10年から15

年の長期にわたり,対象プラントの運転履歴と保全情報の監

視･診断･管理を行う必要がある｡日立グループは,このため

のモニタリングセンターを構築中であり,一部ですでに運用を

開始している(図4参照)｡

通常運転時には,1日に1回,制御装置のアナログ･デジタ

ルデータをインターネット経由でモニタリングセンターに送信し,

センター側サーバの診断槻能によって自動的に異常予兆の

監視･診断を行う｡診断結果は,関連部署に設けたクライアン

トのパソコンで健全性を確認後,品質保証部門から顧客に

定期レポートとして提供する｡

不具合が発生したときは,センター側からのリクエストに

よって常時接続し,オンラインでサイト状況を確認しながら復

1日を支援する｡また,顧客の設備稼動率の低下を抑制する｡

通信セキュリティ対策としては,プラント側とセンター側双方

にファイアウォールを設置し,VPN(VirtualPrivate

Network)によって擬似専用回線化すると同時に,データを

暗号化処理して送受信している｡

1は舶20帆2l15
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発電所
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･データ収鐘 データ保管

(燃焼状態,発電効率など) ･18か月分オンボード＋

･データ保管
●予兆監視

変化率と絶対値

･データ送信
●セキュリティ

DVD-RAM(18か月前

ファイア
ウォール･

ルータ

のデータ)

リモートモニタリングシステムについては,通常運転中の

プラント状態監視のほか,建設試運転時の状態監視や,定

期検査後の試運転調整支援に利用する｡これにより,試運

転期間が短縮され,試運転結果の報告書を作成する時間も

短縮できる｡

また,診断機能には,これまでの日立製作所製発電機器

の安定運転に関するノウハウや,工場試験で得た豊富な試

験結果をベースとした,原因究明ルールを内包している｡特

に性能診断には,日立グループが開発した設計ツールを適

用した静特性シミュレータや,実装制御ロジックを組み合わせ

た動特性シミュレータによる診断機能を用意している｡これに

より,モニタリングシステムのデータベースから実機データを直

接取り込み,解析結果と実機データとの比較検討ができるよ

うに構築している(図5参照)｡

今後は,日立製作所の高温部材寿命評価技術と,これま

で培ってきた材料開発や補修技術ノウハウ,および先行プラ

ントでの実績データベースを組み合わせることにより,ライフ

サイクルコストの最小化を実現するための最適保全計画の

㊥
インターネット

センター

サーバ

[コ

データ評価

●しきい徳利定
●変化率監視

吟
-.二枚故障

畳Yes 畳Yes

復旧タスク

設備復旧 原因究呪対象 恒久対策の横討

鼻 息 息

サイト復旧 対策機器試験

顧客への報告
(1)要因分析

(2)緊急度,恒久対策
(3)定量債権討結果の開示

恩

価

整での

検討

情報提示

･診断結果
･運転支援情報
･放置による波及効果
･制御設定改善の提案

図5監視･診断の流れ

モニタノングで得られたプラント情報を基に,健全性や異常予兆を診断し.兆候を

検知した場合には,原因究明や複旧を支援する｡
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センター

サーバ

団

厩 匠ヨ

監視機能

●性能

･燃焼状態
●トレンドデータ

･軸振動

随
≡運=i､モら∈空竺空≡≡≡三三≡三まlゝヨ上空垂:室ヨ

クライアントパソコン群

診断･処方機能

･高温部晶状態
●運転状態診断

･原因究明
･運転支援

●レポート

図4リモートモニタリング

システムの概要

インターネット経由で制御装置の

アナログ･デジタルデータを日立製

作所のモニダノングセンターに蓄積

し,プラント健全性と異常予兆を監

視,診断する｡

注:略語説明

MPC(MonitoringPersonal

Computer)

DVD-RAM(Digita=/ersatile

Disc/RandomAccess

Memory)

立案支援機能を付加する予定である｡

雷
おわりに

ここでは,電力の自由化と規制緩和･グローバル化に伴う

顧客ニーズの変化への取り組みとして,日立グループが開発

した,ソリューションサービス指向の火力発電設備のための

保全技術とシステムについて述べた｡

日立グループは,今後も,ITと｢モノづくり+のコア技術を融

合させたトータルソリューションサービスのいっそうの質的向

上を図り,提案していく考えである｡
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